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協業共同体

DDR農業・食品業における経営間協業(2)一一

青木園彦

我々は，さきに， 1965年前後のDDRCドイツ民主共和国〕農業における経営

間協業を検討した九それは路線形成過程をみながら1965年における協業政策

の状況〈水準〕を推定するとともに， その前後における 3つω協業地域および

ZGEの事例を検討したものであったロそこには，特定の生産部門・分野をい

〈つかのLPGから分離・集中し専門的ZGEとして独立法人に形成する方向

と，隣接するいくつかの LPG(協業地域〉が色々な協業目的〔進んだところでは

各経営の専門化措置を合む〉を設定Lて統一管理を強める傾向 (KOG的インテグ

レー γ 温ソ〉とカ2あ勺た。

前者が後者の内容の 1っともみえる両傾向は，しかし，一応分離して考える

必要がある。というのは，前者は各KOGをはみだして形成される場合がある

という事実もさることながら，とりわけ，農業生産の社会的組織の再編過程に

おけるKOGの位置付けにかかわるからである。例えば，色々な協業関係の中

で諸生産部門・分野別に専門的生産単位 (ZGEや専門LPG等〕が生れるが，

KOG的インテグレーショ γはこの過程を推進する経過的措置なのか，それと

も，諸部門・分野をほぼ一式備えたKOGとしての一体化・統一管理自体も目

的なのか，ということである。

前稿でみたように，1965年までの協業政策ではKOGという用語はあってもヘ

制度的に重要な意味は与えられず，協業の結局の目的は各LPGにおける主要

1) 拙稿，路線確立期におけるDDR農業の経営間協業， r経済論叢」第112巷第i号。以下「前稿」
とする固

め 例えば，第13回農業博でのウルプリ己ト演説cw.Ulbricht， D.田 okonomischeSyste四必s
品 :ualism.us 帥 derLancfwirtsιlwft d忌rDDR 1961-1969， 1970， S. 362)。協業共団
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生産部門の形成であった。

ところが. 1966年 2月の第9回ドイツ農民会議ではKOG的インテグレーシ

ョ Y自体が非常に重視された。はっきり最終目的の 1つにされたわけではない。

しかしKOGにインテグレイトするという，いわば地域別の丸がかえ的 (abge.

rundet)協業体の展開が協業政策の基軸に蹄えられたことは疑いない。 本稿で

は. KOGとは何かを，特にほぼ1966年一67年前半についてみてみよう。

(注〉 主な略語り意味は次り通りである(前稿参照)。

SED ドイツ社会主義統 党 LPG  農業生産協同組合

VEG 人民所有農場 KOG 協業共同体

ZGE 協同組合間組縁体 ZBE 経営問組織体

I 

第 9回農民会議においてウルプリヒトは.当面の発展のための「近代的農業

の諸原則」として5大原則を定式化した。 r ・社会主義的農業経営聞の協業

的結びつきが体系的に改善されるべきである。相互の経済利益に応じて，この

協業は単純な協力から多面的に結ひっき統 的民主的に管理される共同体にま

を桑戻ナ品。そこでは一群のLPGが恒常的に協力する。これらの共同体は社

会生活全体の計画化と管理の制度の中で質的に新しい地位を占めるJ"(傍点ー引

用者〉といラのが，第3原則であった。

これは第 1に，協業形態。多様性を一時的(農繁期のみ等〉で単純な協力かb

体 (KOG)という用語は農業農村田みではなし l購入販売共同体や研究共同体などのように.
他申国民避済部門にも用いられる CVglιBley，"Zur Rolle des Vertrages bei der Bildung 
und E世間cklungvon Kooperationsgemeinschaften"， Staat -und Recht， 1967， H. 3， S. 420)~ 
但し， 197C年 3月12日付の KOGf.まくVOuberKOG)が農業KOGには適用されないくGBl，
11， 1970， S. 287)ように，工業と農業では目的形態に大きな差異があるくVgl. R. Hahnert 
u. a.， "Einige Grundfragen der Weiterentwicldung des soz.iaustischen Ag四百echtsnach 
dem VIII. Parteitag der SED"， Wiss. Z. Karl-Marx-Unπ1.， Gesー払 Strach問国s.R."l 
972， H 5，' Sー岨81.).いずれにせよ通剖水平的協業関係をさすが，垂直的に形成される協業連合
CKOV)や他D協業システムの同義語又は大概意としても用いられるくVgLD. G四 ich血 u.a.， 
Zur sozialistiscMn W岡 ':schaftsorganisation， 1971， S. 345). 
3) W. Ulbricht， a. a. 0.. S. 407 同様の叙述は SED第7回党大舎にもある(丹刀担koll品s
VIL Pa河eitages~r SED， 1967， Bd. 4， S. 113). 
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恒常的総合的な協力への発展として，参加経営の現状による静的分類ではなく，

協業関係の発展方向を示す形で，把混し，第2に，各協業地域における多面的

協業の統一管理，即ちKOGとしてのイ γテグレーショ Y 自体の発展を重視し

ていることによって，前稿でみた3類型把握(先進大LPG間協業型，中小LPG

間協業型， ZGE型〕に比べ質的な変化があるといえる。

3類型把握の特徴は，まず各LPGを規模と水準で2分類し，その各々に対

して異なる協業課題〈目的〕主規定し， ZGE は第 3~協業裂としたことにある。

それは，協業路線の未確立の時期における主要生産部門形成・工業的生産方法

への移行の方策 まず先進大LPG.VEGで移行し，中小LPGは移行の

前提をつ〈るーーはそのままにして各々における協業の意義を付加したもので

あった。

例えば I先進大LPG型!とは.① 1000~2000ha 前後の農地規模の優良

大LPG(当然タイプill)による，②主要生産部門形成りための協業であった。

だが，実践は先進大LPG型でも生産部門交換上の協力のみではなし農作業

上の色々な協業関係も結ばれ， その効果が大雪いことを示した。他方， 中小

LPG型でも一定の専門化措置がなされる。また大中小・諸タイプ混合の協業

地域が多く存在し，タイプILPGの発展のためにはタイプEとの協力関係が

促進されねばならない。 IタイプIのLPGとの協業的結びつきを発展させる

に際してタイプmのLPGが大きな責任を負うし，それによって自身も生産の
集積と分業の諸長所をよりよく利用できる」九

こうした色々な可能性を包み込んでいなかったという意味では 3類型把握

はある種の凶式性を免れていなかった，といえよう。

今中， 各経営の規模・水準ではなし 協業内容. KOG自体の水準に基本

視点をおいた把握となった。むろん. KOG参加経営の規模・水準がやはり

KOGの内容・水準を規定する重要な要因であることに変りはない。先進大

4) G. Ewald，.. Zu F四 gendcr Orgnnisation und Leitung des einheit1ichen Reproduktions 
P由民団esder Nahrung暗 uterproduktion".Die Deutschc Lan品目吋schaft.1966， H. 10. S 
468. Vgl. Protokoll...， a. a. 0.， Bd.. 1， S. 19lf 
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LPGが構成するKOGは，より早〈高度なKOGとなる九だが， そうした

KOGのみが高度なKOGになりうるのではなく，全KOσが高度化を目指す。
その意味では，実体的表象においても 3類型把握とは異なるといえる。

経営間協業(従ってまた農業経営〉の基本的発展コースが全LPGを対象に統

一的に示され，発展LtこKOGI-でもいうべきもの (i進んだ KOGJi恒常的

KOGJなどという〉が到達点としてうちだされた。発展したKOGとは，参加

経営の規模・水準は閑わず，①統一的管理機関の下に②恒常的で③多面的な協

業関係〈投資効率向上・主要生産諸部門形成のための協力，各種の結合生産・結合労働，

ZGE/ZBE設立等々〉によって再生産過程を共同化するにいたった幾つかのLPG

同の安定した地域的共同体であるぺ今やs 大規模な主要生産部門の形成にま

で到る協熟巧容の発展とともに，個別農業経営をKOGとして一体化・統一管

理し，従ってまた農業の計画化・管理制度上のKOGの地位を強化する方向が

うちだされた。

こうしたKOGの形成・発展過程の特徴は，県・郡当局から一定の協力'/;7:' 

ーマや地域割を与えるのではなく，協同組合農民自身が一歩一歩合理的協力を

形成しており，指導機関の任務は各LPGに進んだ間験を知らせることにある

というよとだ， とされた" KOGの発展過程には多様な可能性があり，多様

な形で展開する協業関係の中に発展したまOGへの法則性をみたわけである。

尚，さきにはZGE形成が通例の協業とは別扱いになっていたが，ここでは

KOG的イ Yテグレ ショ Yの内容に組込まれた〈但L，必ずlKOG内に形成

されるという意味ではない〉。

個々の分野における具体的協業形態についてはこの時点では新たなやものは生

じていなし前稿の事例をみてもらえばよい。

ところで， KOGの発展水準のメルクマーノレとして後述のテ戸ゼ③は， KOG

5)事実. t.iV農民会議でウルプリ乙トが「最も進むだKOGJとしたのはKOGパ ルシュテァ
トやKOGゲルツィッヒなどであるくW.Ulbricht. a. a. 0.. S. 410)0 
6) V g1. ebenda 
7) Eるenda.S. 411 
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内分業・協力形態・生産の社会化の水準をあげた (S.784)。何か1つの指標で

判定することはできないし，あまり意味もなし、。ただ， KOGとしての共同計

画化の水準が相当概括的・近似的にKOG的インテグレーションの発展水準を

示すと思われるu

どのKOGも共同の発展プログラムの作成が要請されるけれども，非常に険

られた分野(機械相互貸与・一定の機械の共同調達・若令ヰ共同畜舎建設等)でしか協

業していなL、KOGでは作成していないことがある。作成しでも，個別的な課

題の予想に留まる。小数の中小LPGから出発するKOGは当初は概ねこの水

準であり，協業を多面化・深化し，生産の集積・専門化も進めるにはKOGの

拡大も必要となる。

輪作調整・機械のコムプレタク旦投入・家畜飼養の専門的編成・ KOG内経

営問分業の形成・共同の基本手段フォンドの形成・専門的大生産単位の管理の

ためのカードノレ養成などへと協業が進行するにつれ〔というより，そ白ためには)，

たとえ大雑把にでも総合的な発展プログラムが必要になる。

例えば小数のタイプ ILPGで出発したKOGクリザテンは，当初は機械器

具の共同調達・共同投入を内容とした〔前稿参照)。ところが各LPGの耕種生

産構造は手付かずであったため，それと機械化水準との矛盾が増大した。そこ

で，土地改良とともに， (乍付規模拡大・統一的輪作(1968年秩実施予定〕・牧草地

共同運用などに協業対象を拡大し，共同の発展構想、の作成に到コた。その際，先

に共同作業場をつ〈ることになっていたタイプIHのLP G "Frohe Zukunft“ 

の加入(1967年)でKOGが拡大された。一部に合併の意見もあ勺たが，あ〈

まで協業の発展によって生産単位を大規模化する与とになったへ

より高度化する，つまり生産部門交換による主要生産部門形成を軸に包指的

8) H. Junker u. 11.， "SuÚi1!J出~dlビ Pruùukliun~vビrhällIli~出 richtig nut田 n".lG叫JperutlOH，

1967， H. 5， S. 42妊 1967年駄に400以上あった作付区画を68年から40の作付区画グループに再
輔統合し，工事毒剤生産方法に移行するととになった。その大部分が 25ha前桂であり， KOG パ
ーノレ γュテット 0)1967年実績〔前稿書照〕に匹敵する。酪農でもさきに予定した共同蓄舎が1967
年に実現し (218ストール)， GOOストール、の拡大が予定された。養豚では KOG全体が子取り
に集中することになった.
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に協力し，工業的生産方法化する先進KOGには，前稿のKOGハーノレシュテ

ットのように，相当精密に作成された共同の発展計画があるぺ

II 

この第3原則にもとづいて，色々なKOGの実践経験の一般化作業が精力的

になされ，制度面では1966年に「国家と法」誌に 3つのテーゼが発表された。

5月号には. KOGの内部制度を扱った H.-W アノレムスと G ローセナウ

による「農業におけるKOGの法的形成についてのテーゼ了JlO)(以下テ ピ@とす

る〉が. 7月号には. KOGの困家的管理を扱った K ベニソガーや G ェグ

ラーその他による「農業における KOGの促進の際の国家機関の諸課題〈テ

ゼ)I山(以下テーゼ⑮とする〉が発表されたの更に.テーゼ⑮をその後の討議と実

践，特に SED13中総によって「層発展させ正確化し」たK.-H.プラント

やG ェグラーその他による同名のテ ゼ山(以下テーゼ@とする〕が. 12月号に

発表されたロ

まず，主としてテーゼ③によって. KOGの一般的な運営制度の主要点を明

かにしよう山。

テーゼ@は KOGを法人ではなく，民法上の共同体(組合)(uvilrechtliche 

Gemeinschaft)とするのが適切だとL、う(特に問題になるのは. KOGとしての独自

資産が形成された場合である)0 KOG概念の非常な柔軟性の故であるが，理由と

9) 以上共同計画化については後述白子 ゼ⑪ S_1142妊/Protokoll...> a. G. 0.. Bd. 1， S.19lf 
などを参考に我々の得ている表象で整理した.
10) H_-W. Alms "lmd G_ Rosf'nau， "Thesen zur rf.."chtlichen口円ta1tnngdeT KflOpF:Tatinn只gf'-
meinschaften in der Landwirtschaft" ，Staat una Reclit， 1田6.H. 5. S. 782旺.
11) K Bonnl耳目 lL 9.， ..D用 AufgabE'11d円 S柏町明.rganebei df'T F凸rderUI1g (lf~T Koopf'ra 

tionsgemeinschaften in der Landwirtschaft (Thesen)“. Staat und Reaht， 19臼.H. 7. S 
]n.~仔

12) K.-H. Brandt u. a.， "Die Aufgaben der Staatsorgane bei der Forderung der Koopera 
tionsgemeinschaften in der Landwirtschaft (Thesen)“. Staat und Recht. 1966. H. 12， S. 
1966旺
13) 以下テ ゼ⑤からの引用箇所は( )内に頁数のみ示す.テーゼには相当「 べきであろ
う」という表現があるが，煩雑なのと，大自百長経験集約にもとづいて作噂されているので，すべ
てを示すこ左はしない.尚 注記した以外にも一部我々が補足した.
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されたところは KOGというものの特徴の整理となっている。Jlsち， ①どの

KOGも当初から共同資産をもつわけではない，②各パートナーは共同資産の

処分権を完全に手放そうとはしない， @KOG形成に際しては，協同組合民主

々義の重要なメノレクマーノレたる「農民の直接の共同発言権Jが守られねばなら

ず，従って，その点でば諸関連の「独立化」が禁止される，④共同資産の管理

に全有権者が参加する，⑤パートナ 聞に生産諸関係の発展水準格差がありう

る，⑤協業関係が徐々に整備・充実されるく旦 7861.)。

実は， 1966年 6月10円に， IKOGの登録と権利能力の付与についての規定J

が公布きれ発効した。これによれば，色々な協業関係およびZGEを統一的に

管理する発展したKOGにおける「新たな質の社会主義的生産諸関連J.の一層

の発展をはかるために，参加経営が希望し(各組合員総会の同意が必要入郡l評議

会が定款の登録を認めた場合には，法人の権利能力が与えられる ζ とになっ

た刊。 これは， KOG組織自体を重視する ζ との現れである。しかし，これに

よって法人化したKOGは僅かである回し， 内部制度は非法人KOGと大きく

は変らない。

さて， KOGの結成聞はまず， 関心をもっ幾つかのLPGの中心的組合員の

話合いによって準備されるが，覚組織のイユV アチプに土ることが多い。続い

て，各々の幹部会や諸労働集団の討議となる。ここで各議長や一部専門家によ

14) GBl. Teil II， 1966. Nr. 63， S. 403f但G， KOGが法人化しでも参加 LPG白権利能力は
制限されない CEbenda)。
15) G. Bley， a. a. 0.， S. 420f法人化したのは KOGパールシュテツトのような「高度に発展
した KOGJである CH.-W.Alms u. a.， ..Recbtf:目gender ZGE， besonders ihrer Leitung 
und Finanzierung， im System der Kooperauo;nsgemeinschaften Weimar-Nord"， Staat und 
Recht， 1968， H. 1， S.-109)0 ZGE/ZBEは，資産が小さい〈共同作業場等〉場合など こり
場合は法人化せず， それ用の協業契約で運宮ーーを除き，通例独自の定款を作って独立法人と
なる。しかし， KOG全体が法人化すると， その地域 CKOG)内申各ZGE/ZBEは，個別に法
人化せず，協業評議会が KOG定款にもとづいて直接管理する図これは KOG的ィ γテグレ
ショソの，制度面で田最高形態といえる. Vgl. ebeηda/R. Klugel u. a.， "Die Entwick.lung 
von Koopera.tionsbeziehungen~ein gesellschaftlicher P回目s"，Die Deutsche Land削 'rt.
schaft， 1田6，H. 10. S. 471 
16) 大部分 LPG.VEGおよひ'そり ZGE/ZBEによるが， GPG (園芸生産協同組合).LVG 
(演習賦験農場〉・ PwF'(動骨漁民生産協司組合).BHG C農民商業組合〕・協同組合的又は市
町村営のザーピス給付経営・市町村営の園芸経営などの加入も可能である〈テ←ゼ@S. 787)。
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る暫定的な「生産評議会J(S. 788)がつくられ，それが共同課題・協力方法等

の案出にあたる。この案が各LPGの幹部会・組合員総会などで討議・補正さ

れて結成〔決定〉にし、たる。

各パートナーの組合員総会が協力の基礎たる「協業契約〔活動プログラムとか

活動韮礎・協力協定等々ともいう )J(S目 788)及び協業評議会メンバーの派遣〈人数

は協業契約で規定〉を決定すlると， KOGが成立する。

KO'Gの運営は協業契約のほか，協業評議会等の活動規則やバートナ一間の

諸契約などを基礎とするが，いずれも全パートナーの組合員総会の決定によっ

て発効するu

KOGの結成・運営においては次の基本原則が守られねばならない問。第 1

に，どのパートナーにとっても経済的利益であり，一方の負担による他方の利

益となってはならない。但し優良LPGが困難なLPGを自主的に援助するこ

とは別である。第2に，各経営の自由意志にもとづく。即ち，いつ.どの経営

!と，何の目的で協業するのか， 共同機関〈協業評議会や諸委員会〉を設けるかど

うか，設けるとすればどの程度の権限を与えるか等々，また結成(加入〕後の運

営についての決定は農民自身が行うのであり，国家的指令によってはならない。

但し，経験普及をはじめ「真に納得させる」指導活動は必要である。第3に，

どのパートナ も，その規模や発展水準にかかわりなし同権である。第4に，

各経営は法律上・経済上の独立性を保持する。即ち，各組合員総会があくまで

協同組合の最高機関であり，その決定によってのみその権限の一部を協業管理

のために制限しうる。他)j，協業体の管理機関の決定は各組合員総会に主る決

定を経てはじゅて効力をもっ。共同フォ γドの形成は持分制度(AnteilsY8t，e叫に

よるのであり，協業管理機関はその処分権をもたない。

この独立性をめぐって若干の論争があった。 KOGムッチェソを紹介した時，

H.タウベルトが参加各LPGは「経営上(betrieblich)の独立性」をもっとした山

17) ζれについてはテーゼ④ S.784宜にテーゼ骨 S.1967から若干補足した内
18) H. Taubert. "Erfahrungen aus dem Kooperationsbereich Mut語chen“，.Die Deutsch日
Land:.凹 irtschaJt， 1 cj同.H. 6， S. 281 



54 (142) 第 112巻第2号

のに対して R クリューゲノレらは， 協業するということは経営聞に利害結合

が生じ，新たなより高い社会的結合が生ずることなのだから，存在するのは法

律上の独立性である，と批判した加。 SED第 7回党大会へのウノレプリヒト報

告も「法律上の独立性」と表現したへだがそれは経済的根拠のない法律上だ

けの独立性としづ意味ではない。協業水準によって程度P差があるとはいえ，

各 LPGが自己責任的経営単位であることに変りはない。先のエヴァノレト勧告

は「経済上の独立性」と Lていた21)L-，その後編集された辞典類も，あるもの叫

は法律上の独立性， あるもの叩は単に独立性， 他のもの'"は経済上かつ法律上

の独す件となっている。

第5に，諸条件の多様性を考慮して協業関係を形成し，低い水準から発展し

たKOGへと一歩一歩協業水準を向上させる。多様性は協業内容の多様性・既

存K、OGへの異なる時点での新規加入・ KOG内諸関係への各パートナーの参

加の差異(つまり KOG内のある協業関係に全バートナーが参加するとはかぎらない〕

-バ トナーの組合せの多様性などにみられる町。

KOGの管理には協業評議会があたる。各LPG組合員総会で選出された代

表 (1LPGから複数代表もありうる〉からなり，評議員は， KOGの共同管理者

の立場にあるが，同時に，原則的には各LPG幹部会・総会の決定に拘束され，

評議会における各LPGの利益代表でもある。毎月 1団関かれ， どの LPGも

19) R. Klugel u. a.， a. a. 0.， S. 477 
20) Protokoll... a. a. 0.. Bd. 1. S. 194 これにもとづいて例CI)Politische OkolWmw品s
Soz田 li，ηlUS叩，d仏問 Amι'endungin der DDR， 1969も法揮上白独立性としている (S
432，向坂逸郎監訳「社会主義経済学」上， 322ベージL 但し， 7党大会への中央委報告は単に
独立f生とした CProtokoll...， ι 仏 0.，Bd. 4， S. 113)， 
21) Zu den KooTerationsbeziehu噌 enin der Lalldwirtscha.ft der DDR， 1965， S. 53 
22) OkolWmisches Lex議on，2. neu be田beiteteAut1age， 1970， Bd. 1， S. 1137 
23) Worterbuch der Okonomie品 Z昭:lism悶 ，zweite Auflage， 1969. S. 443 第1版(1967年)
は法律上の独立性と表現していた (S.252)。
24) E. Burghardt u. a.， ..Die Stel1tmg der LPG in der KOG (L町長onder K(田 peration)“，
Kooperat'ion. 1969. H. 7， S. 42. 
25) テーゼ@はほかに「パートナーは色々の KOGfこ属しうるJ(S. 786)こともあげている.ぁ
るパートナ 又は KOG全体がその KOG外D経営又は別の KOGとも協業することはしばし
ばある(前稿の事例でも見た通りである)が! それは橿数 KOGへの所属というわ吋ではない。
ただ当時は，桂に KOV(協業連合)と言われるものも KOGを名乗ることがあったので， そ
ういう場合には当然ありえたが，それ以外に複数 KOGへの所属があったとは思九ない.
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評議会の構成・課題・権限(特に，何について義務的決定ができ.又勧告すべ舎か)

-活動方a法等は協業契約ないしは活動規則に定められる。各LPGに「行政的

に」干渉することはできないが，予定の措置の達成が危くされる場合には当該

LPGの議長に幹部会又は組合員総会の召集を要求することができる。

評議会はKOGの発展・運営のための諸措置を案出し，各組合員総会の承認

を得て実行を組織・コントロドんするわけであるが，特に発展プログラムの作

成やパートナー聞の経済関係の形成が重要である。

共同資産を有するKOGでは，その運用・第三者との法律行為についての評

議会の権限を明確にしておくことが必要である。

評議会には補助機関として各種の専門家グループや委員会が置かれ，各分野

について評議会又は各LPG幹部会に勧告をする。尚，時には評議会が専門家

グループのメンパーを，本人および参加LPGの了解の下に，一定期間当人の

所属LPGとは別のLPGに，特定の重点課題を解決するたあに派遣すること

もある。

KOG内の労働・生産上の結合には 2つの形態がある (S.7921λ 第 1に，あ

るLPGが他のLPGに自己の機械器具と要員をもってサーピAする形態，第

2に，個別LPGを越えた労働集団を形成して，生産手段を委ねる，ないしは

共同の施設や組織体を経営する形態である。第1の場合はバードナー間契約に

よってコストカバー型計算価格でなされる杭更に，参加LPGと投入される

組合員との聞で彼らの基本報酬と追加報酬について協定し，追加報酬は利用側

LPGが直接当人に支払うのが望ましいとされた。

第 2の場合 これが主要形態といってよいだろう ，つまり協業的コム

プレッグス投入(個々白農作業の共同プリガ テ哨・共同作業場・畜産共同生産単位等

拍) SED 14中融によると.1966年秋田肱穫作業では多くの LPG7J>協業による機械滋術と労働力
のコムプレックス投入の有効性を改めて実証したという ("Berichtdes Politb曲四 andie 14. 
Tagu唱 desZK der SED"， Doku耐刷tionc!e~ デ千 1967. 2. Januarh出 .S.21).1田7年
の農業博(agra67)でのウルブリヒト演説ではー殆んどの LPGが機械技浦町共同投入を始めて
いるJ (傍点ー引用者) >きれた (W.Ulbricht.仏仏 0..S. 446). 
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の投入コムプレックスの形成〕では， LPGのプリガーデ規則に似た投入コムプν

ックス規則〔共同プリガーデ規則・畜舎規則等〉又は契約を作り，運用方法やその

責任者とメンパ の権利・義務などを定める。責任者は，参加LPGの同意を

得て，評議会が最も有能な協同組合員を任命する。これらコムプレ γ クスは投

入期間中は専ら評議会に従ラ。

ょこに派遣された組合員は，そ乙で白労働によっ亡自己目協同組合への労働

議務を果したことになる。労働は統一ノルマでなされるが，報酬は統一的な率

による場合も，各所属LPGの労働単位価額による場合もある。いずれにせよ

通例共同プレミアムフォンドが形成される。

パートナー聞には， ①供給・給付関係〈相互のザでピス給付や専門化の進んだ

KOGにおける経営間分業にも色づ〈肥育用干豚等中間生産物の直接契約による供給そ

の他〕と. ②KOGにおける共同体的資産の形成・利用・維持・拡大とによっ

て資産上の結びつきが生ずる (5.794正〉。①は参加経営聞の協定契約により

計算価格で処理される。

②は，まず参加経営による持分の提供によって形成される。分担比率は農地

面積，時には耕地面積(特にタイプIの場合〉や資産利用比重(共同畜舎等〉に応

じて算出し，貨幣又は現物で提供する。

共同資産は合有 (Gesamth叩 d醐 gentum)町となり， どのパートナーも他のパ

トナーの同意があってのみその持分を処分できる。従って資産の管理権は全パ

ートナーに共同で帰属するが，協業評議会を受任者とするようになってきた。

しかしその場合でも， KOGが法人でない限り，独立に民法上の関係を設定し

たり物質的責任主負うことはできない。

共同資産の利用は通例，評議会が立てた年次作業計画・農繁期作業計画・畜

産の諸共同生産単位り生産課題などにもとづいてなされる。大部分のKOGで

27) 蛇足ながら付記すれば，共同所有者が持分を自由に処分できる共有 (Miteigentmn)や，処分
管理仕全悼とLての団体の権能であり同体員は割l前を持たない総有 (G田 amteig&.ntmll)に対
して，合有はいオbぱ両者の中間形鼠で，共同所有者は共同目的によって国防胡統制下にあるが，
各自由持分を有し，一定の制限内で処分できる〈東川博「物権法J1956年.30ι7ヘ リ参照L
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は利用料はコ λ トカバー型であるが.一部は一定の利潤調達を予定した利用料

にしている。後者では，得られた利潤に対して各パートナーが持分を有するが，

そのまま蓄積される乙ともある。各経営に利潤が分配される場合には，負担

(出資〉と分配は同じ基準でなされる。

最後に， KOGからの脱退やKOGの解散についてふれ亡お己う (5.798 ff.)。

あるメンバーが脱退を決意するには主に2つの場合がある。第1に，新たに形

成される，又は既存の別のKQGへの参加が自然・経済条件により見合ってい

る場合で，これは承認されるべきである。第 2に，パートナ一間関係の不適切

さに起因する場合で， ζ れは郡農業評議会の援助を受けてKOG内諾関係を再

編し，脱退を避けるべきである。

手続き上は，まず，脱退したいLPGの組合員総会が理由を明確にして解約

の申し出を決め，文書で協業評議会に提出する〔写しを郡農業評議会に届ける)。

協業評議会はこの申 L出を， 脱退に伴う実務的提案〔脱退由時期・脱退に伴う

KOG内経済関係の再編・共同資産の整理などについて〉又は脱退拒否の詳細な理由

を添えて，各LPGの討議・決定に付すく4週間以内が適当〉。 解約告知を受理

するかどうかは参加各LPGの組合員総会が決定する。

KOGの安定性確保と農業生産の技術的特殊性の故に，解約告知期間は少く

とも 1年とすべきである。脱退するLPGへの持分返済は， KoOGの存続を危

くせず，かつ，脱退するLPGの資産で長期にKOGが利得することのないよ

うに，返済期聞を脱退後1年とするのが望ましい。

KOGの解散は，①農地転用，②一部メンパーの脱退，③却U<v，より大きな

KOGへり再編などに伴って起りうる。参加各L'PGの組合員総会の共同決定

で解故されるが，郡農業評議会の同意を得るべきである。

III 

前述のように，ウルプリヒトはKOGが計画化・管理制度上に新たな地fすを

占める Eした。そこで次に，テーゼ⑮・@によって描かれたところを主にしな
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がら. KOGに対する国家的管理をみてみよう。尚，③と。の聞には，若干の

エェア Yスと同時に，大きな変化として，前述のKOG登録規定と SED13中

総がある。 SED13中総 (1田6年 9月〕は国民経済部門間(例えば農業と食品工

業の問)り製品別垂直協業政策を打ち出した総会である。

さて. KOGも協同組合的組織形態に立脚し亡いるのだかG. KOGの国家

自J管理は原則的にはLPGの場合と同じ性格を持つ。しかし，あくまで独立性

を保持し，国家的管理にとっての決定的な法主体であり続ける参加各LPGの

課題や権限からKOGの課題・権限が派生する，という点で大きな差異がある。

KOGI:C):'ナする国家的管理は，当然一各KOGの目的中協業評議会の権限白

差異に応じて差別的になきれねばならない。しかし. r社会主義農業の今後の

発展の中でKOGが強化され，協業が農業生産り多くの領域を掴むだろう o そ

れによって，色々なKOGの課題やその協業評議会の権限が互いに似たものと

なろう。同じ程度に.国家的指導もますます統一的な様相を帯びるだろう」岨

と展望された。これは当時の発展イメージ，つまり協業関係の進展をKOG的

インテグレ--:/ョンの完成とみるイメージを端的に物語っている。

まずKOG形成に際してであるが，当然一重点は郡レベルにある。内容は，

要するに，前述の基本原則が守られるようにすることであるが，特に. KOG 

の一般的な課題・性格を農民によく説明する ζと，先進経験を知らせ，農民自

身が協業の最適パリ 7:/fを見出すように援助する乙とが重点とされた。その

ために郡〔や県)は農業の部門内外の諸連関を考慮した発展構想、を持たねばなら

ない。但1--.構想は郡を重量つかの協業地峡に区分けしようというものではなく，

各LPGの必要と認識の発展に応じて l分に可動的なものでなければならない。

更に，経済的手段〈クレジットや肥料ー飼料などの国家資材フォソド等〕を協業関

係の形成・インテンジフ化の方向で投入するu

KOGにおける生産の計両化に対する同家的管理閣も， 当該KOGの協業関

28) テーゼ@S. 19701テーゼ⑮も二三の語句上の相違以外生〈同じ (S.11351.). 
29) こり項はテ ゼ⑮@のほかに. R. Klugel u. a.， a. a. 0.， S. 477を加味した。
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係のインテンシテ トの程度によって相当に異なる。

官lえば，各LPGにおろされる義務指標〔穀物・馬鈴薯の市場生産指標と肥料・

投資指標〉とKOGの関係は， KOGの水準によって異なる。共同町発展プ μ

グ矛ムがあるKOGでは，プログラムにふれられている限りのことについて，

画家機関は協業評議会との審議の上で各LPGに指標をおろす。同じ〈協力し

て投資する場合でも，投資指標は，共同体資産の形成(例えば共同乳牛舎の建設〉

になる時はKOGに，各LPG聞の投資企画調整のみなら，協業評議会主の審

議の後に各LPGに，おろされる。いずれにせよ，計画諸指標は，個々のLPG

にとってだけでなく，全体としてのKOGにとってもバラ Yスされていなけれ

ばならない。一部のKOGは， 年次計画ないしは2年間計画化舶についても協

力を進め，郡農業評議会に対する弁護活動を共同で行うようになっている。

郡農業評議会の重要な課題の lつは， KOGの発展プログラムの作成を援助

することである。郡農業評議会が発展フ.ログラムを承認すると， KOGとその

市場J、ートナーは，それにもとづいて長期契約を結ぶ義務を負う。従って，プ

ログラムの作成にはVEAB(人民所有調達買付経営〕・郡農業技術経営・農業銀

行 'BHG(農民商業組合〉その他の代表の参加が求められる。

尚，各KOGの協業評議会からもそのメ Yパーの 1人が郡農業評議会メンバ

に選ばれるのが望ましい。も勺とも 1つの郡に小KOGが数多くある場合

は困難なので，その時には郡農業許議会の下のアクチプに参加するようにすべ

きである。

とζ ろで， DDRの南端に日ーベンシェタ干 γ という郡があるかずヲ県〉。ゲ

ヲ県は全国平均に比べてタイプIの比重の高い県である。 ζこの郡議会と都農

業評議会が iLPG聞の協業が，上から，いわば『指令的に』導入されるよう

な決定を行ったJ30 とLて， 1966年12月のSED14中総において名指しで批判

30) 払晴.東ドイツ農業の計画化ー管理制度(アリア経請研究所東欧諸国研究会の報告書一近刊一
に所阻ラ毒帽。
31) "Bericht des Politburos “， a. a. 0.， S. 22郡名を挙げていないが， SED 7党大会でも
同r指摘がなきれアー (Pro却 koll... . a. a. 0.， Bd. 4宅 S.114f. VgJ. ebenda， Bd. 1， S. 193f.)o 
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された。

行政的介入の問題は，これが最初でも最後でもない。例えば，前年の第13回

農業博でのウルブリヒト演説でも若干の郡について指摘されておりペ 後にも

1969年 4月<OSEDlO中総では，中央レベノレをもまきこむ大問題となった。

14中総への政治局報告によれば，更に，若干のLPG議長・幹部会は.LPG

の幹部会中総会を定期的に聞かず.組合員の経営参加。一形態である委員会活

，動を等閑にするなど，協同組合民主々義を守る ζ となしに協業関係を推進し，

また若干のKOGは協業評議会の決定を参加LPGにとって義務的なものにし

た却にという。

そこで改めて，民主的・漸進的方法，国家機関の主要課題は経験交流を組織

し，諸経験の分析にもとづいて新しさを注意深〈トレイスし普及することにあ

ること，協業の元来の目的はより多く，より良い質で，より安〈生産すること

にあり，農民の経済的思考にこそ協業化の源泉があること，などが強調され

た制。

IV 

1967年 4 月 17 日 ~22日，ベルリンのず z ノレナー・ゼーレ Y ビンターホールで，

SED第 7回党大会が開催された。この大会はDDR社会主義にとって非常に

重要な意味を持ち，また自信に満ちた大会でもあったといえよう。今日の路線

の基礎は第6回党大会で築かれたとはいえ，少くとも農業については，前稿で

簡単にふれたように，そり後しばらくはまだ模索が続いた。

己の大会への報告の中でウノレプリヒトは，農業における「当面の発展局面に

とっては，協業の進展が主要環 (H訓 ptkettenglieのである」弱)(傍点十ヲ|用者〉と

規定した。即も I諸経験は. LPGやVEGにおける生産諸カが多様な協業

32) W. Ulbricht， G. a. 0.. S. 357 
33) 協業評議会が，その管理下にある ZGE/ZBEに対して義務的な決定をおろすことは差支えな
し、.

34) "Bericht des Politburos “， a. a. 0.， S. 22f. 
35) 日百o忌oll..• a. a. 0.. Bd. 1， 5. 191. 
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の中でのみ順調に発展できる，ということを教えて」拙おり， I協業的結びつき

は社会的発展過程の計画化と管理に際し℃ 停滞あるいは許されざる加速化

を避けるための道であるf九

協業主主要環と-j-る位置付けは，山版にも適用された。従来ドイツ農学アカ

デミー(ベノレリン〉が発行していた雑誌 rドイツ農業II(Die Deutsche Land山 rt-

schajめが， 1967年 6月号をもって廃刊となり，代って， 7月から中央農業評議

会生産管理部が県管轄工業・生活手段士業省と共同で，月刊の「社会主義農業

・食品業の雑誌Jicして『協業Jl(Kooperation)を発刊することになった却。

付言すれ氏 「主要環」という位置付けは，この大会が最初というわけでは

ない。我々の知る限りでも， H ヴイノレジィッヒ (SED中央委付属社会科学研〕

が大会の半年程前に提起Lていた冊。

主要環とされた協業についてのSED第7回党大会の政策水準は，一方で，

前述してきたKOG的イ Yテグレーションの方向を確認するとともに，製品別

の農業・食品業間垂直協業の方針を確立したことにある。後者には，実は，第

9回農民会議の直後から，一定地域での実験を含む政策作業がなされてきた。

しかし，ここでは，垂直協業政策を検討する前に，この頃個別農業経営にお

いて生じていた生産の組織形態の変化，そこにみられる傾向性がどのように把

握されていたか.をおさえておきたいの

36) Ebenda. 
37) Ehenda， Bd. 4. S. 114 
38) VgI. R Plachy， ..An tmsere Le配 r"，Die Deutsche Lan品吋古chaft.1967， H. 6， S. 241 
「農業・食品業四」というのは農業と食品業の直接的結合の進展を考慮したものである。尚，
Kooteratwn誌の発行者はRLN(農業生産食品業評議会〉悼制への移行に伴い.1968年 7月号
より中央 RLNに，更に1972年9月号より農林食品業者に変った.
39) I協業的結びつきは，農業の現在D発展段階においては，それによって同時に一層の集中・集
積・専門化が達成されるところの主要環であるJ(H. W出品 "Diekomplexe sozialistische 
Rationalis辺四時四ddie Kooperationsbeziehungen in der Landwirtschaft der DDR"， 
Wirtsch沼iftsz叩 senscl.叫ift，1966， lL 11， S. 1813)。上述り7党大会の規定とは=ュアソスがあ
ると思われるかもしれないが， ウルブリヒトも 1967年9月にベルリンで開かれた資本論100周年
記念国際科学会議では「現在の発展段階においては，協業的結びつきは，我々がそれによって農
業生産の必要な集積と LPG・VEGの専門化を達成するであろうところD主要環である」
CW. Ulbricht. a. a. 0.， S. 477)と.全〈同様。演説をしたー ζれらの引用文だけでは表現され
ないが，単に技術的に集積専門じとの関りで主要環とされたのではなく，農業・、農村田社自的
発展全体との関りで位置付けられていることはいうまでもない.
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というのは， KOGはある種の統合体であるとはいえ，あ〈まで各LPG'

VEGが独立経営なのであり，その協力組織にすぎず， KOGが個別経営の有

様に作用すると同時に，後者がKOGの帰趨に反作用するからである。更にま

た，垂直協業の水準に関係しているからである。

SED中央委員会付属社会科学研究所の政治経済学講座農業部門のメンバー

の研究をとりあげよう。同農業部門は， 1966年11月と翌年 1月の 2回にわたっ

て，農業における生産の社会的組織の発展申諮問題についてのコロッキウムを

聞き，その成果がテーゼ山として発表された。

このテーゼは.当時DDR農業における生産の社会的組織に生じていた変化

の主な内容を，①生産・労働諸過程の分離 (Ausg1iederung)と集中， ②協業関

係の展開，③サービス給付の発展， 0農業と他の国民経済部門との連関の進展，

という 4点に整理した〔テーゼ@百.595)。

「分離Jというのは，個々の農業経営(LPG'VEG等〕又は農業部門全体か

ら特定の生産過程・労働過程を離脱させることであり，当然，既存又は新設の

経営や組織体 (ZGE/Z'BE，法人化していなければ共同生産単位〉へのその過程の

編入・集中と結びついている勺つまり社会的分業実現の 1形態， 1側面である'"。

上記講座農業部門の責任者であるK.'7"ロクョフも強調するように，この分

離という過程は「歴史的にみれば，何ら新たなことではな」叫し ただ， その

内容・水準が新しい段階に入ったというよLとである。

分離は「過去においては主要に本来の農業生産の前後の分野，即ち生産手段

の生産や維持並びに農産物の精製や加工に関係していた」船。そのため各農業経

40) D. Giersch， R. Grose， W. Richter und H. Wirsig， "Probleme der Entwicklung der 
gesellschaftHchen Organisation der Produktion in der Landwirtschaft der DDR (Thesen)“， 
Wl:出 cl叫ftS1-ι"居間chaft.1967， H. 4， S. 595ff. (以下テーゼ⑬とする〕
41) テゼ@S. 595， S. 597f./D. Giersch， "Zu einigen Problemen der Ausgliederung und 
Zentralisation von Produktions-und At;beitsprozessen iil der soziali由 schenLandwirtsレhaft
der DDR“， Wirtschafts'Wissenschaft， 1967， H. 7， S. 1112. 
42) HイJ.Schulze， "Kolloquim uber die Probleme der Entwickluηg der gesellschafthchen 
Organisation der Produktion in der Landwirtschaft der DDRぺWirtschafts包山enschaft，
1967， H. 4， S. 663 
43) Ebenda詳細は D.Giersch; a. a. 0.， S. 1l03f参照司



協莱共同体 く151) 出

営は依然として「百貨庖Jの如く I小植物園J r小動物園」の如くであり，

農業経営聞の分業は未発達であった。

今中「分離過程は新たな段階にあ」り，そこでは「従来は不可分だとみなさ

れ，今日なお農業経営において生産の形態・種類・規模を規定しているところ

の諸生産結合〔例えば植物生産と畜産白聞の〕の解体が進んでいる」岨。 具体的に

は，③個々の農産物の生産全体又はその特定生産段階一一例えば家禽飼養・養

豚又は肥育・子取り等各段階・野菜生産等々，⑥ひきつづき農業経営の生産過

程にとって必要な要素である個々の労働過程 肥料・農薬散布飼料保存等

々，@農業総営における生産の一定の基本手段の維持・更新一←建設・補修・

土地改良等々，といった分離方向が顕著であるべ

こうした分離(による専門化〉の傾向は多くの国にみられる。しかし，それが

どのような組織形態で経過するかは，むろん，一定ではない。この過程が，近

年ますます重味を増している対象化された労働の大量投入の必要・生産手段や

生産テクノロジーの発展などとともに，社会的生産の組織の変草努力の方向・

届民経済的可能性・農民自身の意識状況によっても影響される掛からである。

DDRにおける特徴は，この過程が l多面的な協業的結びつきの発展の基礎上

でJ47)経過することにあるo.
「農業における直接的協業関係は，単に社会的分業の結果でなく，協業関係

が分業の進行を促進する」のであり r経営問分業は，必要な協業関係があら

ふじめ諸経営集団によって量的にも質的にも規定された場合に，実行されるJ"l

(傍点引用者〉。 つまり，ある経営からの分離は，他の経営又は組織休による句

集中(受容〉が確保される限りで実行される。それによって，多少とも投機的な

選択.あるいは総じて市場メカニズムに支配された専門化ではなく，計画的専

門化と国民経済的需要の確保を協同組合自身のイニシアチプを尊重して進めよ

44) テーゼ@S. 595!.， 
45) VgIテーゼ!D.lS. 5!::l6f口 Giersch，a. a. 0.， S. 1104f 
46) VgIテゼ⑮ 5.595， S. 597 
47) D. Giersch， a. a. 0.， S. 1111 
48) テーゼ@5. 598. Vgl. D. Giersch， a. a. 0.. 5. 1113. 



64 (152) 第 112者開2号

うというわけである。

具体的事例は3 前稿でみたKOGパールシュテ γ トが典型である。

協業による分離集中過程の進行について，爾後の展開との関連で留意して

おきたいことがある。 LPG0文はYEG)からの分離のうち，特定労働・生産

過躍は大部分 ZGE!ZBEf;::集中されるが，農産物生産やその一定生産段階

の場合はZGE!ZBE又は共周生産単位への集中と. LPG間作目交換〈ある

LPGから分離して他のLPGに集中〉との 2つの形でなされる。 Lかし，この当

時においては，畜産では両形態とも存在したが，植物生産では後者の形しかな

しそれも然程広範ではなかったことに留意しておきたい。 NPち，植物生産に

おける経営間協業は，結合生産という意味では，主要には，個々の農作業にと

どまっていた。

同時に，分離過程の進行が協業関係を促進することはいうまでもない。

こうした分離集中過程の中で進行する農業経営の構造変化について D

ギーノレシュは， ①「自己の土地基盤をもって専門化した農業経営J. ②「自己

の土地基盤なしに専門化した経営J(工業的に組織・管理される畜産経営)， co Iサ
ーピエ給付組織体J(Z GE又は国首組織λ という 3つの経蛍タイプが典型的に

なるだろうと展望したぺ①には，@植物生産と奇産の直接的結合がまだ存在

する場合と，⑥主要には植物生産を行ない，畜産は副次的に存在するか，全く

存在しない場合とがある。いずれの場合も，経営規模に関係して，非常に狭〈

専門化する経営 (2~5 の作目又は作目群を市場向けに生産〉と多作目経営とがある.

とLi:ご。

この予測は，しかし，あまりに一般的だといえよう。各経営タイプ，特に①

の⑥がいかに生ずるかという点では，まだ予知されていない方法が生れる。ま

た. ZGEが①にしか明記されていないことも問題であろう。

分離集中過程は，主要に農業部門内で (LPG.YEG間文はLPG.YEG

とZGE/ZBEとり聞で〉の分離集中や農業部Fうからの分離として進行してい

49) D. Giersch， a. a. 0.， S. 1108f 
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るが，一定の条件(蓄積源泉・労働力状況・生産規模など〕の下では農業経営が加

工・精製過程を集中することもある刷。

農業部門におけるこれら 12つの発展傾向 主として分離，そしt部分的

に編入 は，農産物生産・農産物加工・食糧生産のためのサービス給付から

なる統一的な自民経済部門としての食品業の形成に寄与する」釦。即ち， 農業

経営の専門化は 1百貨庖」式に1.-かも各作目を相対的に小規模に生産する

農業経営に比ベ，農業と工業，とりわけ農産物加工工業との垂直的連関を新た

な水準に引上げ，農業・食品業を貫〈製品別の計画化・管理のより大きな可能

仲世生みだす。後者の発展がまた，分離集中，協業を促進するの

SED第 7回党大会決定にもとづき，第10回ドイツ農民会議 (1同8年6月〕で

具体化されて，農業・食品業に統ーの計画化・管理制度 RLN体制ーーが

成立する問。経営間協業においても， 隣接LPG聞という地域別協業体ととも

に，特定食品の生産のための製品別垂直協業体が本格的に展開しはじめる。

このように，経済学的には，各LPGがKOGにイ yテグレイトされること

そのものよりも，どちらかといえば，その中で進行する分離集中のプロセス

に主な関心が注がれていたことに注目しておきたい。

50) V gl. D. Giersch， a. a. 0.， S. 1112f./テーゼI!))S. 597ちなみに KOGパルシュテット
の LPGホヅテルシュテットは卵の品分け パヅキング工程を導入した。
51) テーゼ⑪ S.597
52) 前掲拙稿毒問。


